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経営情報（半期情報の開示について）
　平成27年度上半期（平成27年4月1日〜平成27年9月30日まで）における経営情報をお知らせいたします。
●金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、％）

区　　　　　　　分
債 権 額 担保・保証等 貸倒引当金 保 全 額 保 全 率
（A） （B） （C） （D）=（B）+（C） （D）/（A）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

平成27年3月末 636 309 327 636 100.00
平成27年9月末 579 200 379 579 100.00

危 険 債 権
平成27年3月末 772 276 492 768 99.58
平成27年9月末 927 310 614 924 99.65

要 管 理 債 権
平成27年3月末 407 189 48 238 58.48
平成27年9月末 199 149 27 177 89.08

不 良 債 権 計
平成27年3月末 1,816 775 868 1,643 90.51
平成27年9月末 1,705 660 1,020 1,680 98.53

正 常 債 権
平成27年3月末 63,209
平成27年9月末 62,631

合 計
平成27年3月末 65,025
平成27年9月末 64,337

 （注）平成27年9月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第4条に規定する各債権のカテゴリーにより分類し、以下
の簡便な方法により算出しております。従って、平成27年3月末の計数とは算出方法が異なるため、計数は連続しておりません。

　　　〈平成27年9月末の算出方法〉
1．債務者区分については原則として平成27年3月末時点における自己査定による債務者区分を基準としております。ただし、4月1日から9月末
までに倒産、不渡り等の客観的な事実ならびに内部格付による債務者区分の変更等のあった債務者については、当組合の定める基準に基づく
債務者区分見直し後の債務者区分によっております。

2．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の金額は、債務者区分でいう破綻先及び実質破綻先に該当する債務者に対する債権の合計です。
3．「危険債権」の金額は、債務者区分でいう破綻懸念先に該当する債務者に対する債権の合計です。
4．「要管理債権」の金額は、債務者区分でいう要注意先に該当する債務者に対する債権のうち、貸出条件を緩和している債権及び3か月以上延滞
している貸出債権の合計です。

5．「正常債権」の金額は、債務者の財務状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、
「要管理債権」以外の債権の合計です。

●自己資本比率（国内基準） （単位：％）

平成27年 9 月末 〈参考〉平成27年 3 月末
自 己 資 本 比 率 7.94 7.85

●預金・貸出金の状況 （単位：百万円）

区　　　　　　　分 平成27年 9 月末 〈参考〉平成27年 3 月末 増減率
預 金 残 高 100,204 96,501 3.8%

貸 出 金 残 高 63,498 64,111 -1.0%

●不良債権比率推移 （単位：％）

平成27年 9 月末 〈参考〉平成27年 3 月末 〈参考〉平成26年 9 月末
不 良 債 権 比 率 2.65 2.79 2.35

（注）P1 〜 P4の各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。
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●貸出金業種別残高・構成比 （単位：百万円、％）

業 種 別
平成27年 9 月末 〈参考〉平成27年 3 月末

金 　 額 構成比 金 額 構成比
製 造 業 1,699 2.7 1,474 2.3 

農 業 、 林 業 ― ― ― ―

漁 業 ― ― ― ―

鉱 業、 採 石 業、 砂 利 採 取 業 258 0.4 277 0.4 

建 設 業 2,835 4.5 2,950 4.6 

電 気・ガ ス・熱 供 給・水 道 業 ― ― ― ―

情 報 通 信 業 109 0.2 129 0.2 

運 輸 業 、 郵 便 業 594 0.9 664 1.1 

卸 売 業 、 小 売 業 2,414 3.8 2,511 3.9 

金 融 業 、 保 険 業 1,473 2.3 1,613 2.5 

不 動 産 業 25,223 39.7 25,343 39.5 

物 品 賃 貸 業 440 0.7 487 0.8 

学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ―

宿 泊 業 768 1.2 953 1.5 

飲 食 業 838 1.3 828 1.3 

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業、 娯 楽 業 12,976 20.4 13,675 21.3 

教 育 、 学 習 支 援 業 145 0.2 152 0.2 

医 療 、 福 祉 1,532 2.4 1,352 2.1 

そ の 他 の サ ー ビ ス 4,018 6.3 3,686 5.8 

そ の 他 の 産 業 224 0.4 447 0.7 

小 　 　 　 　 　 　 　 計 55,554 87.5 56,549 88.2 

地 方 公 共 団 体 ― ― ― ―

雇 用・能 力 開 発 機 構 等 ― ― ― ―

個人（住宅・消費・納税資金等） 7,944 12.5 7,561 11.8 

合 　 　 　 　 　 　 　 計 63,498 100.0 64,111 100.0 

●業種別貸出金残高増減額（前期末対比） （単位：百万円）
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●有価証券の時価等情報 （単位：百万円）

◎満期保有目的の債券

種 　 類
平成27年 9 月末 〈参考〉平成27年 3 月末

貸借対照表
計 上 額 時　　 価 差　　 額 貸借対照表

計 上 額 時　　 価 差　　 額

時価が貸借対照表計上額
を 超 え る も の

国 債 499 503 3 999 1,010 11
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 100 101 1 100 101 1
そ の 他 ― 100 100 0
小 計 599 605 5 1,199 1,213 13

時価が貸借対照表計上額
を 超 え な い も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 ― ― ― ― ― ―
小 計 ― ― ― ― ― ―

合　　　　　　　計 599 605 5 1,199 1,213 13
 （注）1．時価は、当事業年度における市場価格等に基づいております。
	 2．上記の「その他」は、外国証券です。
	 3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

◎その他有価証券

種 　 類
平成27年 9 月末 〈参考〉平成27年 3 月末

貸借対照表
計 上 額 取 得 原 価 差　　 額 貸借対照表

計 上 額 取 得 原 価 差　　 額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 6,874 6,789 85 4,851 4,730 121
国 債 1,955 1,941 14 420 415 5
地 方 債 1,121 1,108 13 1,142 1,099 42
短期社債 ― ― ― ― ― ―
社 債 3,796 3,739 57 3,288 3,215 72
そ の 他 204 200 4 203 200 3
小 計 7,079 6,989 89 5,054 4,930 124

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 1,191 1,202 △ 10 596 600 △ 4
国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 397 400 △ 2 99 99 △ 0
短期社債 ― ― ― ― ― ―
社 債 794 802 △ 7 496 500 △ 3
そ の 他 ― ― ― ― ― ―
小 計 1,191 1,202 △ 10 596 600 △ 4

合　　　　　　　計 8,271 8,191 79 5,650 5,530 119

 （注）1．貸借対照表計上額は、当事業年度における市場価格等に基づいております。
	 2．上記の「その他」は、外国証券です。
	 3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

●預貸金残高推移 （単位：百万円）
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科　　　　　目 金　　　　　額
（ 負 債 の 部 ） 平成27年 9 月末 〈参考〉平成27年 3 月末
預 金 積 金 100,204,298 96,501,957
当 座 預 金 1,608,305 1,653,623
普 通 預 金 17,383,430 17,597,422
貯 蓄 預 金 32,287 31,061
通 知 預 金 109,770 125,731
定 期 預 金 74,993,425 71,040,256
定 期 積 金 5,823,406 5,915,195
そ の 他 の 預 金 253,672 138,666

そ の 他 負 債 1,186,665 1,340,905
未 決 済 為 替 借 4,772 5,750
未 払 費 用 1,038,473 1,047,553
給 付 補 塡 備 金 13,830 16,019
未 払 法 人 税 等 17,096 69,718
前 受 収 益 17,997 23,420
払 戻 未 済 金 122 83,830
リ ー ス 債 務 69,487 71,389
資 産 除 去 債 務 3,620 3,582
そ の 他 の 負 債 21,264 19,640

退 職 給 付 引 当 金 245,806 232,746
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 26,036 22,936
そ の 他 の 引 当 金 2,348 2,373
債 務 保 証 773,512 844,949
負 債 の 部 合 計 102,438,668 98,945,868

（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 1,977,880 1,941,452
普 通 出 資 金 1,977,880 1,941,452

利 益 剰 余 金 3,456,843 3,450,661
利 益 準 備 金 650,000 600,000
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,806,843 2,850,661
特 別 積 立 金 2,600,000 2,400,000
当 期 未 処 分 剰 余 金 206,843 450,661

組 合 員 勘 定 合 計 5,434,723 5,392,113
その他有価証券評価差額金 57,313 86,267
評 価・ 換 算 差 額 等 合 計 57,313 86,267
純 資 産 の 部 合 計 5,492,036 5,478,381
負債及び純資産の部合計 107,930,705 104,424,249

科　　　　　目 平成27年 9 月末 〈参考〉平成27年 3 月末
特 別 利 益 ― ―
特 別 損 失 13 25,348
固 定 資 産 処 分 損 13 20,958
減 損 損 失 ― 4,390

税 引 前 当 期 純 利 益 39,778 308,362
法人税、住民税及び事業税 18,997 71,620
法 人 税 等 調 整 額 △ 11,389 △ 11,247
法 人 税 等 合 計 7,607 60,372
当 期 純 利 益 32,170 247,989
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ） 174,672 202,671
当 期 未 処 分 剰 余 金 206,843 450,661

科　　　　　目 金　　　　　額
（ 資 産 の 部 ） 平成27年 9 月末 〈参考〉平成27年 3 月末
現 金 2,095,724 2,054,199
預 け 金 31,559,458 29,327,822
有 価 証 券 8,997,878 6,976,804
国 債 2,455,736 1,419,945
地 方 債 1,519,236 1,241,465
社 債 4,691,564 3,884,834
株 式 126,950 126,950
そ の 他 の 証 券 204,392 303,610

貸 出 金 63,498,664 64,111,009
割 引 手 形 143,211 158,392
手 形 貸 付 6,084,906 7,447,195
証 書 貸 付 56,890,873 56,087,173
当 座 貸 越 379,672 418,247

そ の 他 資 産 483,223 402,098
未 決 済 為 替 貸 3,926 3,648
全 信 組 連 出 資 金 207,200 207,200
未 収 収 益 96,969 120,826
そ の 他 の 資 産 175,127 70,424

有 形 固 定 資 産 1,650,214 1,647,943
建 物 309,067 313,859
土 地 1,234,393 1,234,393
リ ー ス 資 産 61,192 63,618
その他の有形固定資産 45,560 36,071

無 形 固 定 資 産 44,946 46,784
ソ フ ト ウ ェ ア 319 384
その他の無形固定資産 44,626 46,399

繰 延 税 金 資 産 100,476 77,842
債 務 保 証 見 返 773,512 844,949
貸 倒 引 当 金 △ 1,273,393 △ 1,065,204
（うち個別貸倒引当金） （△ 993,018） （ △ 819,941）

資 産 の 部 合 計 107,930,705 104,424,249

科　　　　　目 平成27年 9 月末 〈参考〉平成27年 3 月末
経 常 収 益 1,180,087 2,423,008
資 金 運 用 収 益 1,070,878 2,184,097
貸 出 金 利 息 985,329 2,018,833
預 け 金 利 息 23,448 47,705
有価証券利息配当金 53,604 108,831
その他の受入利息 8,495 8,726
役 務 取 引 等 収 益 49,955 80,153
受 入 為 替 手 数 料 12,871 24,268
その他の役務取引等収益 37,084 55,885
そ の 他 業 務 収 益 59,053 153,544
国債等債券売却益 58,258 138,511
その他の業務収益 794 15,033
そ の 他 経 常 収 益 199 5,212
貸倒引当金戻入益 ― ―
償 却 債 権 取 立 益 174 469
その他の経常収益 25 4,742

経 常 費 用 1,140,295 2,089,297
資 金 調 達 費 用 235,973 441,151
預 金 利 息 228,620 424,194
給付補塡備金繰入額 4,892 11,906
その他の支払利息 2,460 5,049

役 務 取 引 等 費 用 31,439 67,765
支 払 為 替 手 数 料 6,001 11,343
その他の役務取引等費用 25,437 56,422

そ の 他 業 務 費 用 ― 23,295
その他の業務費用 ― 5
国債等債券売却損 ― 23,290

経 費 661,549 1,301,634
人 件 費 420,923 842,787
物 件 費 206,337 407,054
税 金 34,288 51,791

そ の 他 経 常 費 用 211,333 255,449
貸倒引当金繰入額 208,189 237,186
その他の経常費用 3,144 18,263

経常利益（又は経常損失） 39,792 333,711

●貸借対照表 （単位：千円）

●損益計算書 （単位：千円）

区　分 平成27年 9 月末
コア業務純益 192 

業 務 純 益 215 

経 常 利 益 39 

当 期 純 利 益 32 

●損益の状況 （単位：百万円）
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●毎営業日	 全営業店にて店周の清掃活動を実施しております。
● 4月	 大阪府下及び奈良県、和歌山県下の朝鮮初級学校新入生全員に学用品を贈呈しました。
● 6月 6日	 ミレカップ一輪車大会後援（参加校の1年生全員に一輪車を贈呈しました。）
● 9月 3日	 「しんくみの日週間・献血運動」に協力…組合職員6名が献血に協力しました。
● 9月12日	 紀州路クリーン大作戦’15
	 …和歌山県下在住の当組合役職員12名が道路清掃活動に参加しました。

●トピックス
◆ ミレ・ビジネスクラブ第5期総会兼接客マナー研修開催（7月11日 帝国ホテル大阪） ◆

◆ ミレ・ビジネスクラブ　オープンセミナー開催（10月20日 ホテルエルセラーン大阪） ◆

会員34名とビジター 13名及び来賓、組合役職員など総勢71名の参加の下、7月11日（土）に帝国ホテル大阪
において『ミレ・ビジネスクラブ第5期総会』と『接客マナー研修』が開催されました。
総会前に開催された『接客マナー研修』では、日本CIS認定協会理事長中田裕子先生よりお客様に選ばれ続け
るべく「顧客感動満足」を実現するための人材育成のポイント等について、参加された会員の方に質問を交えな
がら行われました。
第5期総会では京滋ビジネスクラブ大林義博幹事のご挨拶に続き、議案審議に入り全て承認可決されました。
総会後の懇親会では2名の新任店舗長（ミレ信組）の決意表明と5名の初参加ビジターの紹介及び大阪朝鮮歌舞団
の公演などが和やかな雰囲気の中で行われました。

一般財団法人・日本総合研究所理事長の寺島実郎氏を講師として招き『ユーラシアの潮流と日本の進路を考え
る』と題した2回目のオープンセミナーを開催しました。（総勢334名参加うち会員42名）
セミナーでは『寺島実朗の時代認識と提言資料集（2015年秋号）』に基づき、貿易相手国のシェア推移や
1990年から2014年間の日経平均株価や勤労者世帯可処分所得の推移、次世代ICT革命のインパクト、米国実態
経済の堅調要素、日本経済・産業の現状と展望など分かりやすく講演されました。
また、セミナー終了後のアンケート調査では回答者の内約9割が「大変良かった」「良かった」と回答され、今
後の経済動向を読むポイントに繋がる大変有意義なセミナーとなりました。

文化的・社会的貢献に関する活動
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●トピックス
◆ 第15期　役職員全体会議開催（5月30日 ホテル阪急インターナショナル） ◆

◆ 各営業店職員による地域貢献活動のご紹介（平成27年度上半期） ◆

5月30日（土）ホテル阪急インターナショナルにて役職員全体会議を
開催いたしました。
第1部会議では、理事長挨拶に続き理事長より第14期決算報告と第15
期組合事業計画目標値の説明及び副理事長より第5次3ヵ年事業計画に対
する概要説明を行い、続いて業績優秀店舗の表彰等を行いました。また
第2部懇親会では自店におけるイチオシ渉外係の紹介と各職責別テーブ
ルスピーチを行いました。
本会議を通し、平成27年度事業において重点的に取組む事業内容につ
いて、全役職員が共通認識を持つことができました。

当組合営業店の管轄地域内で催された地
域在日同胞納涼大会やサマーフェスタへ、
組合職員が積極的に参加し、事前準備から
売店等の販売手伝いなどを行い地域在日同
胞との交流に努めました。
また、本店営業部の地元で開催された

『第30回済美カーニバル』『豊崎宮まつり』
や八尾支店地元で開催された『亀井地区納
涼盆踊り』等への協賛なども行いました。
当組合では今後も地域在日同胞団体との
交流や地域主催行事への協力など積極的に
行ってまいります。

■ 地元自治会日帰りバスツアー参加（6月27日）
寝屋川支店では、地域貢献活動の一環として、昨年度に
引き続き地元豊野町自治会主催の『日帰り旅行（6月27
日 姫路城）』に支店職員2名が参加いたしました。
バス内でのビンゴ大会の賞品提供を行うとともに、販売
中の定期預金の宣伝や顧客紹介依頼などアピールする場を
今回も設けていただきました。今後も、地域貢献活動に積
極的に参加し当組合存在感をアピールしていくものです。

■ 南大阪支店移転3周年記念感謝デー開催
南大阪支店では新築移転後3周年を記念して6月
1日に感謝デーを開催しました。
当日は180名のお客様がご来店され、預金3億
円が集まり、店舗2階で行われた抽選会、軽食会
場では、新築移転
時から毎回感謝
デーを楽しみにし
ておられるお取引
先様が多数来られ、
是非またこのよう
な企画を開催して
くださいとのお言
葉をいただくなど
終日賑わいました。

【第14期業績表彰】

●最 優 秀 店 舗 賞：生野支店

●優 秀 店 舗 賞：西成支店

●事務管理特別賞：八尾支店
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店舗一覧表（事務所の名称・所在地） （自動機器設置状況）

店　　名 〒 住　　所 電　　話 ATM

本 店 営 業 部 530-0016 大阪市北区中崎1-5-18 06-6372-7120 1 台

生 野 支 店 544-0031 大阪市生野区鶴橋3-4-1 06-6717-0501 1 台

西 成 支 店 557-0025 大阪市西成区長橋1-2-1 06-6632-3801 ―

東 大 阪 支 店 577-0843 東大阪市荒川1-16-19 06-6722-1524 1 台

寝 屋 川 支 店 572-0831 寝屋川市豊野町3-5 072-823-9451 ―

南 大 阪 支 店 593-8324 堺市西区鳳東町5-451-1 072-275-1666 1 台

和 歌 山 支 店 640-8343 和歌山市吉田741 073-422-8147 1 台

八 尾 支 店 581-0065 八尾市亀井町2-7-14 072-925-2777 ―

巽 支 店 544-0014 大阪市生野区巽東2-9-19 06-6757-8777 1 台

地区一覧 大阪府　　奈良県　　和歌山県


